
公益法人の区分
国認定、都道府県
認定の区分

応札・応募者数
継続支出
の有無

令和７年度　木曽川下流船頭平閘門管理
支援業務

R7.4.1～R10.3.31
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官
中部地方整備局
木曽川下流河川事務所長
川上 哲広
三重県桑名市大字福島465

令和7年4月1日
公益財団法人河川財団
東京都中央区日本橋小伝馬町１１－９

9010005000135
一般競争入札
（総合評価）

188,298,000 187,154,000 99.4% 公財 国認定 1

本業務は、船頭平閘門の操作支援・施設管理といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。引き続き透明性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案書の審査等にお
いても公平性・公正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

令和7年度　川崎港臨港道路航行安全管
理業務
川崎市川崎区東扇島　航行安全情報管
理室
R7.4.1～R8.3.31
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局　京浜港湾事務所長
早川　哲也
神奈川県横浜市中区新港1-6-1

令和7年4月1日
公益社団法人東京湾海難防止協会
神奈川県横浜市中区住吉町４丁目４５番１関
内トーセイビルⅡ２０２号室

1020005009686
一般競争入札
（総合評価）

75,023,738 74,658,100 99.5% 公社 国認定 1

本業務は、工事期間中の工事安全確保等といった
政策目的の達成のために必要な支出であり、参入要
件等の見直し、契約準備期間等の確保を行うなど、
競争性を高める取り組みを実施したが、一者応札と
なっているものである。今後は、仕様書の記載内容
の明確化、参入拡大を前提とした適切な業務内容の
検討に取り組むなど競争性の向上・確保に向けた見
直しを行うこととし、引き続き一者応札の解消に取り
組むものとする。また、総合評価方式における提案
書の審査等においては公平性・公正性の確保が十
分に図られており、問題はない。

有

神戸港工事に伴う航行安全情報管理業
務
神戸市東灘区向洋町中９丁目地先（六甲
アイランド沖）
神戸市灘区摩耶埠頭地先（摩耶埠頭沖）
R7.4.1～R8.3.31
建設コンサルタント等

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
兵庫県神戸市中央区海岸通29

令和7年4月1日
公益社団法人神戸海難防止研究会
兵庫県神戸市中央区海岸通5

9140005020285
指名競争入札
（総合評価）

49,193,340 47,850,000 97.3% 公社 国認定 1

本業務は、国際コンテナ戦略港湾機能強化といった
政策目的の達成のために必要な支出であるが、入
札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の確
保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提とし
た適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高め
る取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。引き続き透明性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。また、総合評価方式に
おける提案書の審査等においても公平性・公正性の
確保が十分に図られており、問題はない。

有

福山港箕島地区航行安全管理業務
広島県福山市
R7.4.1～R8.3.13
建設コンサルタント等業務

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局広島港湾・空港整備事
務所長
小倉 一仁
広島市南区宇品海岸3-10-28

令和7年4月1日
公益社団法人瀬戸内海海上安全協会
広島県広島市南区的場町1-3-6

2240005012774
一般競争入札
（総合評価）

34,139,836 34,111,000 99.9% 公社 国認定 1

本業務は、港湾工事における船舶の安全確保といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。ま
た、総合評価方式における提案書の審査等におい
ても公平性・公正性の確保が十分に図られており、
問題はない。

有

令和7年度博多港整備船舶安全管理業務
福岡県福岡市
R7.4.1～R7.9.26
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
九州地方整備局博多港湾・空港整備事
務所長
苔口　聖史
福岡県福岡市中央区大手門2-5-33

令和7年4月1日
公益社団法人西部海難防止協会
福岡県北九州市門司区港町7-8

5290805003008
一般競争入札
（総合評価）

10,951,152 10,901,000 99.5% 公社 国認定 1

本業務は、港湾工事における船舶の安全確保といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。ま
た、総合評価方式における提案書の審査等におい
ても公平性・公正性の確保が十分に図られており、
問題はない。

有

令和7年度関門航路整備船舶安全管理業
務
福岡県北九州市
R7.4.1～R8.1.30
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
九州地方整備局関門航路事務所長
桒畑　竜志
福岡県北九州市小倉北区浅野3-7-38

令和7年4月1日
公益社団法人西部海難防止協会
福岡県北九州市門司区港町7-8

5290805003008
一般競争入札
（総合評価）

30,970,475 30,470,000 98.4% 公社 国認定 1

本業務は、港湾工事における船舶の安全確保といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。ま
た、総合評価方式における提案書の審査等におい
ても公平性・公正性の確保が十分に図られており、
問題はない。

有

公益法人に対する競争入札による契約の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びにその所属

する部局の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・
指名競争入札の
別（総合評価の

実施）

予定価格 契約金額 落札率 備考契約の相手方の商号又は名称及び住所

公益法人の場合

法人番号

様式６－１



Ｒ７琵琶湖事業推進地域連携調査業務
滋賀県大津市黒津４丁目２番２号
R7.4.5～R8.3.31
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官
近畿地方整備局 琵琶湖河川事務所長
柴山　慶行
滋賀県大津市黒津４丁目５番１号

令和7年4月4日
公益財団法人河川財団
東京都中央区日本橋小伝馬町１１－９

9010005000135
指名競争入札
（総合評価）

31,372,000 31,372,000 100.0% 公財 国認定 1

本業務は、地域連携事業を推進するといった政策目
的の達成のために必要な支出であるが、入札参加
条件等の見直し、十分な契約準備期間の確保、仕様
書記載内容の明確化、参入拡大を前提とした適切な
業務内容の検討を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施しており、点検の結果問題はない。引き続
き透明性の向上に努めるなど一者応札の解消に取
り組むものとする。
また、総合評価方式における提案書の審査等にお
いても公平性・公正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

徳山下松港徳山地区航路(-14m)等航行
安全管理業務
山口県周南市
R7.4.11～R7.12.19
建設コンサルタント等業務

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局宇部港湾・空港整備事
務所長
鈴木 純
宇部市新町10-33

令和7年4月11日
公益社団法人瀬戸内海海上安全協会
広島県広島市南区的場町1-3-6

2240005012774
一般競争入札
（総合評価）

31,257,837 31,185,000 99.8% 公社 国認定 1

本業務は、港湾工事における船舶の安全確保といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。ま
た、総合評価方式における提案書の審査等におい
ても公平性・公正性の確保が十分に図られており、
問題はない。

有

令和7年度 名古屋港新土砂処分場整備
に係る船舶航行安全対策検討業務
愛知県名古屋市
R7.5.26～R8.3.19
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
名古屋港湾事務所長　加賀谷 俊和
中部地方整備局名古屋港湾事務所
名古屋市港区築地町2

令和7年5月26日
公益社団法人伊勢湾海難防止協会
愛知県名古屋市港区入船2-2-28

3180005014553
一般競争入札
（総合評価）

11,522,254 11,506,000 99.9% 公社 国認定 1

本業務は、名古屋港新土砂処分場の整備といった
政策目的の達成のために必要な支出であるが、入
札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の確
保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提とし
た適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高め
る取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。ま
た、総合評価方式における提案書の審査等におい
ても公平性・公正性の確保が十分に図られており、
問題はない。

無

備讃瀬戸航路航行安全管理業務
香川県坂出市番の州緑町
R7.5.29～R7.10.24
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官代理
四国地方整備局 高松港湾・空港整備
事務副所長
福井　一幸
香川県高松市朝日新町1-30

令和7年5月29日
公益社団法人瀬戸内海海上安全協会
広島県広島市南区的場町1-3-6

2240005012774
一般競争入札
（総合評価）

23,914,938 23,837,000 99.7% 公社 国認定 1

本業務は、工事期間中の工事安全確保等といった
政策目的の達成のために必要な支出であるが、入
札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の確
保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提とし
た適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高め
る取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。ま
た、総合評価方式における提案書の審査等におい
ても公平性・公正性の確保が十分に図られており、
問題はない。

有

令和7年度 名古屋港新土砂処分場整備
に伴う船舶安全管理業務
愛知県名古屋市
R7.6.2～R8.4.30
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
名古屋港湾事務所長　加賀谷 俊和
中部地方整備局名古屋港湾事務所
名古屋市港区築地町2

令和7年6月2日
公益社団法人伊勢湾海難防止協会
愛知県名古屋市港区入船2-2-28

3180005014553
一般競争入札
（総合評価）

75,880,436 75,790,000 99.9% 公社 国認定 1

本業務は、名古屋港新土砂処分場の整備といった
政策目的の達成のために必要な支出であり、参入要
件等の見直し、契約準備期間等の確保、仕様書の
記載内容の明確化、参入拡大を前提とした適切な業
務内容の検討を行うなど、競争性を高める取り組み
を実施したが、一者応札となっているものである。今
後は、事業の分割化に取り組むなど競争性の向上・
確保に向けた見直しを行うこととし、引き続き一者応
札の解消に取り組むものとする。また、総合評価方
式における提案書の審査等においては公平性・公正
性の確保が十分に図られており、問題はない。

有

令和７年度水質分析精度向上支援業務
福岡県久留米市高野（九州技術事務所）
R7.6.11～R8.2.27
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官
九州地方整備局　九州技術事務所長
新保　二郎
福岡県久留米市高野1-3-1

令和7年6月10日
公益財団法人ふくおか公衆衛生推進機構
福岡県福岡市中央区天神4-1-32

2290005005245
指名競争入札
（総合評価）

12,980,000 11,550,000 89.0% 公財 国認定 1

本業務は、水環境の把握といった政策目的の達成
のために必要な支出であるが、入札参加条件等の
見直し、十分な契約準備期間の確保、仕様書記載内
容の明確化、参入拡大を前提とした適切な業務内容
の検討を行うなど、競争性を高める取り組みを実施
しており、点検の結果問題はない。引き続き透明性
の向上に努めるなど一者応札の解消に取り組むも
のとする。
また、総合評価方式における提案書の審査等にお
いても公平性・公正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

令和7年度　名古屋港岸壁整備に係る船
舶航行安全対策検討業務
愛知県名古屋市
R7.6.12～R8.2.27
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
名古屋港湾事務所長　加賀谷 俊和
中部地方整備局名古屋港湾事務所
名古屋市港区築地町2

令和7年6月12日
公益社団法人伊勢湾海難防止協会
愛知県名古屋市港区入船2-2-28

3180005014553
一般競争入札
（総合評価）

13,162,552 13,090,000 99.4% 公社 国認定 1

本業務は、名古屋港岸壁整備といった政策目的の
達成のために必要な支出であり、（参入要件等の見
直しを行うなど）競争性を高める取り組みを実施した
が、一者応札となっているものである。なお、本業務
は令和7年度限りの事業である。

無

水島港水島地区航行安全管理業務
岡山県倉敷市
R7.6.23～R7.10.31
建設コンサルタント等業務

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局宇野港湾事務所長
笹岡 実也
岡山県玉野市築港1-1-3

令和7年6月23日
公益社団法人瀬戸内海海上安全協会
広島県広島市南区的場町1-3-6

2240005012774
一般競争入札
（総合評価）

14,046,630 13,948,000 99.3% 公社 国認定 1

本業務は、港湾工事における船舶の安全確保といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である。

無



令和7年度上下水道革新的技術の評価の
ための情報収集・ 整理業務
随意
R7.8.20～R8.3.19
土木関係建設コンサルタント業務

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長
佐藤 寿延
茨城県つくば市旭1

令和7年8月19日
公益財団法人日本下水道新技術機構
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503
一般競争入札
（総合評価）

41,635,000 39,490,000 94.8% 公財 国認定 1

本業務は、下水汚泥資源の肥料利用や水管橋点検
技術等の革新的技術の普及展開といった政策目的
の達成のために必要な支出であるが、入札参加条
件等の見直し、十分な契約準備期間の確保、仕様書
記載内容の明確化、参入拡大を前提とした適切な業
務内容の検討を行うなど、競争性を高める取り組み
を実施しており、点検の結果問題はない。なお、本業
務は令和7年度限りの事業である。

無

令和7年度新門司沖航行安全管理業務
福岡県北九州市
R7.9.8～R8.7.31
建設コンサルタント等

支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長
酒井　浩二
福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7

令和7年9月8日
公益社団法人西部海難防止協会
福岡県北九州市門司区港町７-８

5290805003008
一般競争入札
（総合評価）

72,423,056 71,830,000 99.2% 公社 国認定 1

本業務は、港湾工事における船舶の安全確保といっ
た政策目的の達成のために必要な支出であるが、
入札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の
確保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提と
した適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高
める取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。なお、本業務は令和7年度限りの事業である

有

令和７年度　木曽三川歴史的河川施設調
査業務
R7.10.9～R8.9.30
土木関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官
中部地方整備局
木曽川下流河川事務所長
川上 哲広
三重県桑名市大字福島465

令和7年10月8日
公益財団法人河川財団
東京都中央区日本橋小伝馬町１１－９

9010005000135
一般競争入札
（総合評価）

29,601,000 29,590,000 100.0% 公財 国認定 1

本業務は、河川の歴史・文化に関する調査といった
政策目的の達成のために必要な支出であるが、入
札参加条件等の見直し、十分な契約準備期間の確
保、仕様書記載内容の明確化、参入拡大を前提とし
た適切な業務内容の検討を行うなど、競争性を高め
る取り組みを実施しており、点検の結果問題はな
い。引き続き透明性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案書の審査等にお
いても公平性・公正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

第一次大極殿院東面回廊（南側）大臣認
定申請書類作成他業務
奈良県奈良市佐紀町665地先他
R7.11.7～R8.10.30
建築関係建設コンサルタント業務

分任支出負担行為担当官
近畿地方整備局 国営飛鳥歴史公園事
務所長 栁澤　秋介
奈良県高市郡明日香村大字平田５３８

令和7年11月6日
公益財団法人文化財建造物保存技術協会
東京都荒川区西日暮里2-32-15

3011505001405
指名競争入札
（総合評価）

20,086,000 18,146,200 90.3% 公財 国認定 1

本業務は、公園整備事業を推進するといった政策目
的の達成のために必要な支出であるが、入札参加
条件等の見直し、十分な契約準備期間の確保、仕様
書記載内容の明確化、参入拡大を前提とした適切な
業務内容の検討を行うなど、競争性を高める取り組
みを実施しており、点検の結果問題はない。引き続
き透明性の向上に努めるなど一者応札の解消に取
り組むものとする。
また、総合評価方式における提案書の審査等にお
いても公平性・公正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

（注１）公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注２）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


